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概要 1991 年の大学設置基準の改正により、教育・研究組織の柔軟化、教養教育の廃止、自己点
検・評価の実施の努力が義務化された。大学や、国立大学附属図書館において、自己点検評価・外
部評価への取り組みが行われる様になったのは、それ以後の事である。国立大学法人化を契機に国
立大学の評価の仕組みは大きく変化した。各大学は、国立大学法人評価と、認証評価を受けること
になる。国立大学法人評価は、各大学が中期目標の達成度について、自己点検･評価を行い、総合的
に国立大学評価委員会で行うものであり、教育・研究に関しては大学評価学位授与機構が評価を行
うものである。本研究は、国立大学法人化により国立大学法人附属図書館の評価がどのように変化
してゆくのか、その特徴、問題点等を考察するものである。 
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１.背景 
 
1991年の大学設置基準の改正により、教育・研究
組織の柔軟化、教養教育の廃止、自己点検・評価の
実施の努力が義務化された。 
大学図書館においても、自己点検評価の機運が高
まり、1992年3月国立大学図書館協会iにおいて、
国大協自己点検評価の検討を開始した。 
1年後の1993 年 3月に｢国立大学における自己点
検・評価についてーよりよき実施に向けての提言
―iiの報告書が提示された。報告書は 3 項目より
構成される。１．大学図書館の課題２．大学図書
館の自己点検評価のねらい３．大学図書館の自己
点検・評価項目―である。自己点検・評価項目は、
3つの項目より、構成される。―①利用者へのサー
ビス②サービスの基盤業務③経営計画―である。
これらの項目、記載内容はその後の国立大学図書
館の自己点検・評価の基礎となっている。一方、
公私立大学においても、自己点検評価が様々な集
 会で取り上げられるようになった。 
1993年頃より、自己点検評価、外部評価を実施し
ている多くの大学図書館がみうけられるようになっ
た。 
1999年に大学設置基準の改正があった。この改正
により、学部・学科内の教育課程のカリキュラム等
の編成が大学設置基準協会をとおさなくても自由に
できるようになった。 一方では、国公私立大学の
全てに、自己点検評価の実施とその結果の公表が義
務化された。 
法人化を直前にした2001年（平成13年11月）
より国立大学図書館協議会「法人取得問題に関す
る附属図書館懇談会」「図書館評価指標 WG」が組
織された。国立大学の法人化による、中期目標、
中期計画の策定への対策として、大学図書館の目
標、計画、評価のための項目、指標を開発、検討
する必要があるということで着手されたものであ
る。4ヶ月間の作業の検討結果は、｢大学図書館に
おける評価指標報告書Version０｣iiiとして提示さ
れた。第Ⅰ部は、評価指標、評価指標の収集方法、
第Ⅱ部 データ収集マニュアル、関連資料、第Ⅲ
部は、付録よりなる。調査文献として、文部省大
学図書館実態調査結果報告iv、国際比較のため海
外文献を使用している。指標は①定量的指標②電
子的図書館サービス関係指標③定性的指標よりな
る。レベルは、①基礎評価レベル②必須的選択レ
ベル③選択レベルよりなる。内容は、大学規模、
資源、管理運営、サービス、予算、経費、図書館
活動、成果評価、その他に8分類に整理されてい
る。その結果、定量的評価指標69、電子図書館サー
ビス関係指標22、定性的評価指標 90 を提示して
いる。 
 
この報告書は、”当初目指したガイドライン的
なものにいたっていない。附属図書館が大学の
学術基盤整備の中で必須の施設として役割を果
たしていく上で、継続的な検討と内容的に大学
図書館各位による今後のブラッシュアップが必
要である。同時に大学が中期目標、中期計画の
中に附属図書館を戦略的にどう位置づけるかの
検討に際して、この報告書がその一助となるこ
とを期待したい。“と結ばれている。 
 
その後、東北大において、北大、阪大、名古屋大
のデータを使ってV.0版は試行された。東北大では、
これらの指標を用いて外部評価を実施している。詳
細については、次章(2.1.3)に記述する。 
さらに、2003年大学設置基準の改正vと学校教育法
の改正(法律第118号)viがあった。大学設置基準の改
正により、大学設置、認可の手続きの簡素化、簡略
化があった。学校教育法の改正(法律第 118 号)によ
り、全ての国公私立大学はその教育研究水準の向上
に資するため、７年を周期として、自己点検評価、
第三者評価を受けること、及びその結果を公表する
ことが義務付けられ、2004年より実施されるように
なった。  
現在、認証評価機関としての認可された機関とし
ては、大学評価・学位授与機構vii、大学基準協会viii、
日本高等教育評価機構ix等がある。 
 
２．大学図書館の評価 
２．１ 国立大学法人化以前 
 1999 年の全ての国公私立大学の自己点検評価
の実施とその結果の公表が義務化された。それ以
後の大学図書館の自己点検評価報告書・外部評価
報告書の所蔵をNACSIS-CATで検索すると、当時の
自己点検評価、外部評価の実施状況がわかる。 
自己点検評価については、2000年：京都工業繊
維大学、茨城大学、九州大学,2001年：愛媛大学、
山口大学、名古屋大学,2002 年：東京外国大学、
東北大学、2003年：徳島大学、佐賀大学、山形大
学、北海道大学,2004年：福島大学がある。 
外部評価実施については、1996 年：千葉大学、
2000年：京都大学、山梨大学、2001年：島根大学、
2002年：山口大学、名古屋大学、2003年：広島大
学、長崎大学、東北大学、2004年：北海道大学が
ある。最近の報告書は北海道大学の2004年3月発
行である。国立大学法人化以後に種々の外部評価
報告書はインターネット上に公開されている。そ
れらの中より、千葉大学、京都大学、東北大学に
おける図書館外部評価の報告を、次章にて検証す
る。 
 
２．１．１千葉大学附属図書館 
 
 千葉大学附属図書館の第三者評価xについて概
観する。 
平成8年１月に千葉大学附属図書館第３者評価
委員会を開催した。それ以前の活動として、平成
6 年自己点検報告書｢情報化時代と千葉大学図書
館｣を刊行、引き続き平成6年度には、教職員・学
生を対象として図書館サービスに関するアンケー
ト調査を実施、平成8年2月「図書館の利用に関
するアンケート調査結果報告書」の刊行等がある。 
 平成8年１月に千葉大学附属図書館第３者評価
委員会は2日間に渡り実施された。用意した書類
による事前評価の後、評価委員会を開催して図書
館職員からの概要説明と図書館内の実施視察を基
に図書館職員にヒアリングを行い公表後に総括と
して報告書を作成している。評価は、図書館サー
ビスを中心としたものであり、以下の項目がある。 
 
（１） 広報活動について 
（２） 閲覧利用について 
（３） 図書館資料について 
（４） 情報提供サービスについて 
（５） 学内外との相互利用・相互協力について 
 
提言としては、ビジョンの策定、電子化対応及
び基盤整備、利用者教育（サービス品目の周知)
共同利用推進(遡及入力とデリバリ )ー協力関係の
強化、組織面の改善(調整された集中と分散、専門
的機能の集中と委託等)があった。 
 
２．１．２京都大学附属図書館 
 
京都大学附属図書館の外部評価については、
「京都大学図書館 現状と将来への展望―自己点
検評価･外部評価報告書」xiとして、また事例報告
[京都大学図書館システム]xiiとして報告されてい
る。平成6年の[自由の学風を検証する]を平成11
年の[現状と課題]をにおいて検証するものである。
京都大学図書館は附属図書館と学部学科等の図書
館･室からなりその数は60あまりに及ぶ。そのた
め京都大学図書館のあり方は「調整された分散方
式」と呼ばれてきた。事前に全学規模の利用者ア
ンケートの実施と、自己点検評価を行い、報告書
を外部評価委員に送付した。実施したアンケート
調査の分析結果は報告書に掲載されている。附属
図書館の自己点検評価報告書の構成は、文章によ
る説明を主としたものと統計的数値を補足したも
の、附属図書館、各部局図書館、室の報告書より
構成され、２４８ページにわたる大部なものであ
る。 
評価は、館長が委嘱した外部評価委員(6名）に
よるものであり、資料および実施の視察、ヒアリ
ング等を行った。担当の評価委員には事前に、資
料(22点）を送付した。第1回外部評価委員会は、
１．概要説明２．実施視察およびヒアリング３．
質疑応答があった。その後、各担当評価委員から
レポートの提出、第2回外部評価委員会において、
評価報告書の資料の説明、最終的に報告書にまと
められた。この外部評価は京都大学図書館のシス
テムに特化したものであるが、京都大学の全学の
図書館組織や全機能を点検、検証、外部評価した
ものであり、全学の組織、職員が共通の意識を持
ち、その後の図書館活動の改善のアクションにな
るものであること、また他大学の自己点検、外部
評価の参考にできるものである。 
 
２．１．３ 東北大学附属図書館 
 
 東北大学附属図書館は、平成5年から１５年に
至る自館の出版物として、年次報告、逐次刊行物
リスト、自己点検評価、外部評価、特別なテーマ
を持った企画書等の報告書として―東北大学の図
書館機能の強化･高度化に向けて(1994)xiii、東北
大学附属図書館の将来構想(2000) xiv ―を
NACSIS-CATに登録している。これらのことにより、
過去より東北大学附属図書館は自己点検･外部評
価を継続的に実施とするとともに、図書館機能に
ついても継続的に検討してきたこと、図書館活動
が活発に行われてきたことがわかる。 
東北大学附属図書館においては、平成13年度に
自己点検･評価を実施し、平成14年3月に報告書
「東北大学附属図書館の現状と課題」をとりまと
め、これらを基礎資料として平成14年度に外部評
価を7月の3日間にわたり実施した。 
その詳細は東北大学附属図書館―外部評価委員
会報告書として、以下の構成でまとまられている。 
  
１．附属図書館の基本的機能 
２．学習図書館機能 
３．研究図書館機能 
４．学外図書館や関連機関との連携 
５．教育サービス面における社会貢献 
６．広報活動 
７．人材の確保と養成 
８．国立大学法人化に向けて 
９．利用者アンケート集計結果 
 
東北大学附属図書館の外部評価は1年後の国立
大学法人化を念頭におき以前より容易周到な準備
をした上での外部評価である。そのことは、東北
大学附属図書館の現状と中期目標･中期計画[実施
要綱]中間まとめ案が資料として添付されている
こと、評価報告書が、中期目標･中期計画の区分け
である教育支援、研究支援、社会貢献等により、
詳細に報告されていることにより分かる。今後の
大学図書館が実施しなければならない自己点検評
価、外部評価の参考になるものである。当大学図
書館においては、自己点検評価の歴史が10年以上
あり、その積み重ねが大きな図書館の活動力に
なっている。 
当自己評価においては、指標として、「大学図書
館における評価指標報告書v.0」xvを使用している。
資料は、報告書に基づき国立4大学の北海道、東
北、名古屋、大阪のデータを収集した「国立4大
学附属図書館評価指標データ集」xviを添付してい
る。委員会のコメントは次の通りである。 
 
 
「データの採集する際の基準などまだ十分な信
頼性、妥当性が確保されていない。今後、各大学
が実際にこの評価指標に沿ってデータの収集を進
め、その結果を相互に比較することによって調査
基準の整合性を高めていく必要があると思われる。
今後多くの大学の附属図書館でこの種の外部評価
が行われることが予想されるが、その場合に東北
大学の例にならい、評価指標データが公開される
ことを希望するものである。」 
 
 
２．２ 国立大学法人化以後 
２．２．１国立大学法人評価 
 
2004年4月国立大学法人化があり、各大学は「あ
たらしい国立大学法人像について」xvii の趣旨に従い
ながら、その姿を大きく変えてスタートした。各大
学は大学の理念、使命、目標、計画を記載したもの
である中期目標･中期計画 をかかげている。各大学
は 6 年を周期として『第三者評価』を受けることが
義務づけられている。それらの過程において、教育・
研究に関しては、大学評価・学位授与機構xviiiに、評
価を依頼することになっている。したがって、国立
大学法人は、大学評価学位授与機構による２種類の
評価である、国立大学法人評価としての評価、認証
評価機関としての評価を受けることになる。 
 
（１）国立大学法人評価のしくみ 
 
 国立大学法人評価は、国立大学法人法xixに規定さ
れ、6 年後を目処とした中期目標達成状況を評価す
るものである。 
国立大学法人評価の目的は、大学運営の自主性･
自律性や教育研究の専門性を尊重しつつ、大学の継
続的な質的向上を促進するとともに、社会への説明
責任を果たすことである。 
独立行政法人評価委員会は文部科学省内に、国立
大学評価委員会を設け、同委員会が国立大学法人の
評価を行うものである。 
各大学は、中期目標の達成度について、種々の外
部評価、第三者評価を活用して自己点検･評価を行う。 
大学評価学位授与機構は、各大学の自己点検評価
に基づき、主として教育研究に関する事項について
の専門的な評価を行う。教育研究に関する評価は、
各法人ごとに定める中期目標・中期計画（うち教育
研究面）の達成度及び分野別の研究業績等の水準に
ついて評価を実施するものである。 
国立大学評価委員会は、教育研究に関する大学評
価･学位授与機構の評価結果を尊重しつつ、国立大学
法人の運営全体に対して総合的な評価を実施する。 
具体的には、国立大学評価委員会の評価に先立っ
て、各大学が中期目標の達成度について、自己点検･
 評価を行い、国立大学評価委員会に報告する。国立
大学評価委員会は、報告されたものより、教育研究
に関する事項に係る部分の評価を大学学位・授与機
構に依頼する。同機構においては、専門的な観点か
ら教育研究に関する評価を行い、その結果を国立大
学評価委員会に報告する。国立大学評価委員会は同
機構の教育研究に関する評価結果を尊重して、総合
的な評価を行う。各大学は、各事業年度における業
務の評価結果を活用して、自主的に業務運営の改善
等を図る。国立大学評価委員会は、各事業年度の業
務実績の評価結果を公表する。 
 
（２）国立大学法人評価の内容 
 
 国立大学法人評価における図書館関連事項につい
ては、大学全体の業務・財務内容等の状況として大
学の自己点検評価としてまとめられ、大学評価委員
会に提示され、評価される対象の中にある。教育研
究に関する評価として、各法人に定める中期目標・
中期計画（うち教育研究面）の達成度及び分野別の
研究業績等の水準について評価を実施するものであ
り、大学評価･学位授与機構により、専門的な評価を
行うものである。したがって、図書館関連事項に関
しては、特に中期目標・中期計画に記載がない場合
は、評価されないことになる。 
 
２．２．２認証評価 
（１）認証評価のしくみ 
 大学評価･学位授与機構が実施する認証評価につ
いて、同機関のホームページxxにより、概観する。大
学評価･学位授与機構が実施する認証評価の基本的
な６つの方針として、以下がある。 
 
(１)大学評価基準に基づく評価 
 大学評価基準に基づき、各大学の教育研究活動等
の総合的な状況について、基準を満たしているかど
うかの判断を中心として評価である。 
（２）教育活動を中心とした評価 
 教育活動を中心として大学の教育研究活動等の総
合的な状況の評価である。教育活動と関連する側面
からでは十分把握することが難しい研究活動の状況
や、正規過程の学生以外に対する教育サービスの状
況についても、大学の希望に応じて評価を実施する。 
（３）各大学の個性の慎重に資する評価 
各大学の目標を踏まえて評価が行えるように配慮
する。｢目的｣とは、大学の使命、教育研究活動等を
実施する上での基本方針、達成しようとしている基
本的な成果等である。 
（４）自己評価に基づく評価 
大学が行う自己点検評価の結果(大学が自己評価
で根拠として提出した資料・データ等)を分析し、そ
の結果を踏まえて実施する。 
（５）ピアレビューを中心とした評価 
（６）透明性の高い評価 
 
（２）認証評価の内容 
 
独立行政法人大学評価･学位授与機構が学校教育
法第69条の2項の規程に基づいて、国・公・私立大
学に対して７年を周期として実施する大学評価基準
の評価項目は、（資料）のとおりである。評価はこれ
らの基準を満たしているかにより行う。評価は原則
として大学全体を単位として行われる。それらの基
準によっては、学部、研究科等ごとに、基準を満た
しているかの判断を行う場合もある。 
評価項目は、11の基準と２つの選択的評価基準で
構成される。１.大学の目的、２.教育研究組織(実施
体制)３.教員及び教育支援者４．学生の受入、５．
教育内容及び方法、６.教育の成果、７.学生支援等、
８.施設、整備、９.教育の質の向上及び改善のため
のシステム、１０.財務、１１.管理運営、選択的評
価基準A,Bより構成される。 
図書館の関連項目と、提示データについてピック
アップしてみる。 
図書館関連評価項目は、主として、基準８：施設･
設備に含まれる。その他、基準５：教育内容及び方
法、基準７：学生支援等にも関連する項目が若干は、
見受けられる。２．教育研究組織(実施体制)の中に
は、教育に直結した学部、学科が主として組織であ
り、全学的センター等という表示はあるが、図書館
という表示はない。つまり、図書館は教育研究組織
として位置付けられていない。３.教員及び教育支援
者は、教員を主とした項目である。最後の項にある、
 教育支援者としては、教育課程を遂行するために必
要な教育支援者の配置や教育補助者の表示はあるが、
図書館職員の表示は存在しない。図書館の位置付け
は、施設・設備としての位置付けのみであるといえ
る。 
 
２ 考察 
 
 附属図書館は、国立大学法人評価においては、大
学評価･学位授与機構の評価の対象になっていない。
また、認証評価においては、資料、施設としての位
置づけにある。図書館は教育関連組織、教育支援者
としての位置づけにないということである。 
現在、高度情報化の進展、２１世紀の大学像の中
で、各大学は教育・研究、社会貢献のために、教育
の方法や成果に関する方向付けや、多くの情報化対
応のための情報教育を重視し、２１世紀の大学像の
中で、自ら学び、自ら学習する人間形成を諮るため
の学習のための環境を重視し、その整備を計画して
いる。また、図書館においては、資料の充実・整備
や、情報化への対応のための電子図書館機能や図書
館機能の強化を重視し、計画している。一方では、
実現すべき図書館政策には図書館を学術情報の中核
に位置づけ、大学の教育･研究支援をしてゆくべきで
あると提示されている。しかしながら、大学評価･
学位授与機構の評価には、教育研究支援組織、支援
者として図書館は位置付けられていない状況にある。
図書館が、種々の学術政策の中では、学術情報の中
核となるべきとされながら、大学評価においては、
大学図書館がそのような位置づけにあるということ
は、我が国の大学図書館が学術情報の重要な役割を
担う位置付けにないという結果であり、危惧される
ものである。 
大学図書館機能は、それぞれの大学の教育・研究
を支援しながら、その任務を果たしてゆくことであ
る。 大学図書館は、まずは組織である大学の使命
を確認し、それに沿った目標を設定すること、これ
らをもとに具体的な業務計画を策定し業務を展開す
ることになる。それらにむけての自己点検評価を繰
り返し、業務改善をしてゆくこと、このくりかえし
が図書館の発展につながるものである。これらの国
立大学法人評価の中では、附属図書館の発展のため
には、Plan-Do-Check-Actionを繰り返すことにより、
その機能を達成してゆくことが必要である。 
 
 
資料： 
 
図書館関連事項：大学評価基準（大学機関別認証評
価） 
基準１ 大学の目的 
基準２ 教育研究組織（実施体制）  
基準３ 教員及び教育支援者 
 
３－４ 教育課程を遂行するために必要な教育支
援者の配置や教育補助者の活用が適切に行われてい
ること。 
 
基準４ 学生の受入 
基準５ 教育内容及び方法 
    ５－２－③ 自主学習への配慮，基礎学力不足
の学生への配慮等が組織的に行われているか。 
○ 学士課程 
○ 大学院課程 
○ 専門職大学院課程 
基準６ 教育の成果 
基準７ 学生支援等 
 
    ７－１ 学習を進める上での履修指導が適切
に行われていること。また，学生相談・助言体制
等の学習支援が適切に行われていること。 
    ７－２ 学生の自主的学習を支援する環境が
整備され，機能していること。また，学生の活動
に対する支援が適切に行われていること。 
    ７－３ 学生の生活や就職，経済面での援助等
に関する相談・助言，支援が適切に行われている
こと。 
 
基準８ 施設・設備 
 
    ８－１ 大学において編成された教育研究組
織及び教育課程に対応した施設・設備が整備され，
有効に活用されていること。 
    ８－２ 大学において編成された教育研究組
織及び教育課程に応じて図書学術雑誌，視聴覚資
料その他の教育研究上必要な資料が系統的に整備 
されていること。 
    ８－１－① 大学において編成された教育研
 究組織の運営及び教育課程の実現にふさわしい施
設・設備（例えば，校地，運動場，体育館，講義
室，研究室，実験・実習 室，演習室，情報処理学
習のための施設，語学学習のための施設，図書館
その他附属施設等が考えられる）が整備され，有
効に活用されているか。 
８－１－② 教育内容方法や学生のニーズを
満たす情報ネットワークが適切に整備され有効に
活用されているか。 
     ８－１－③ 施設・設備の運用に関する方針
が明確に規定され，構成員に周知されているか。 
     ８－２－① 図書，学術雑誌，視聴覚資料そ
の他の教育研究上必要な資料が系統的に整備され，
有効に活用されているか。 
基準９ 教育の質の向上及び改善のためのシステ
ム 
９－１ 教育の状況について点検・評価し，その結
果に基づいて改善・向上を図るための体制が整備
され，取組が行われており，機能していること。 
      ９－２ 教員，教育支援者及び教育補助者に
対する研修等，その資質の向上を図るための取組
が適切に行われていること。 
 
基準10 財務 
基準11 管理運営 
選択的評価基準について 
選択的評価基準Ａ 研究活動の状況 
選択的評価基準Ｂ 正規課程の学生以外に対する
教育サービスの状況 
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